
証 券 コ ー ド

平成 年 月 日

株 主 各 位
東京都千代田区神田東松下町１７番地

フリージア・マクロス株式会社

代表取締役社長 奥山一寸法師

第 回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成 年 月 日（火曜日）午後 時までに到着

するよう折り返しご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬具

記

１．日 時 平成 年 月 日（水曜日）午前 時 分

（受付開始 午前 時 分）

２．場 所 東京都千代田区神田東松下町 番地

フリージアグループ本社ビル１階

３．株主総会の目的事項

報告事項 １．第 期（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第 期（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 株式併合の件

第３号議案 取締役 監査等委員である取締役を除く 名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役 名選任の件

４．その他招集にあたっての決定事項

①代理人による議決権行使

株主総会にご出席いただけない場合は、議決権を有する他の株主 名を代理

人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明す

る書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
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②インターネット開示事項

本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」

につきましては、法令及び当社定款第 条の規定に基づき、インターネット

上の当社ウェブサイト に

掲載いたしております。

従いまして、本招集ご通知添付書類は、監査報告を作成するのに際して、

監査等委員会および会計監査人が監査をした連結計算書類または計算書類

の一部であります。

お願い 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提示くださ

いますようお願い申し上げます。なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計

算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ

ト に掲載させていただきます。
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（添付資料）

事 業 報 告
自 平成 年４月 １日

至 平成 年３月 日

１．企業集団の現況に関する事項

１－１ 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善が続き、生産・輸出及び人手

不足への対応に向けた設備投資が増加するなど、底堅い内外需を背景に景気回復基調が続いており

ます。

しかしながら、海外においては、米国政権の政策動向や政治情勢の不安定さなどが懸念され、先

行き不透明な状況にあります。

かかる情勢の下での当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の経営成績は、売上

高は、 百万円と前年同期に比べ 百万円（ ％）減少しましたが、収益性の向上及び固定

費が削減されたことによって、営業利益は、 百万円（ ％）の増益となりました。また、新た

に持分法適用関連会社になったソレキア株式会社に係る持分法による投資利益として 百万円計

上したため、経常利益は 百万円と前年同期に比べ 百万円（ ％）の増益、親会社株主に

帰属する当期純利益は 百万円と前年同期に計上をしていた投資有価証券売却益がなくなったこ

とにより前年同期に比べ 百万円（ ％）減少となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

単位：千円

セグメントの名称 製 品 内 容 売 上 高 セグメント利益

又は損失（△）

製造供給事業

押出機、土木試験機、ＡＴＭ筐体

各種容器、プリント基板等、地中掘削

用ドリル、マシン

△

住宅関連事業

ログハウス、高級スウェーデン住宅、

マンション等、住宅の防蟻、防水、断

熱、防腐等の工事及び販売用不動産

投資・流通サービス事業

投資・再生支援、パソコン周辺機器・

部品及びソフト

連結消去 △

差引連結売上高又は連結営業利益

①製造供給事業

本事業においては、売上高は 百万円と前年同期に比べ 百万円増加し、また、収益性の改

善及び固定費削減によって、セグメント損失は 百万円（前年同期セグメント損失 百万円）と

その損失額が減少しました。

②住宅関連事業

本事業においては、マンション販売に起因する売上が減少したことにより、売上高は 百万

円と前年同期に比べ 百万円減少したものの、収益性が高い事業に注力したこと及び固定費削減

等を行った結果、セグメント利益は 百万円と前年同期に比べ 百万円の減少にとどまりまし

た。

③投資・流通サービス事業

本事業においては、売上高は 百万円と前年同期に比べ 百万円減少しましたが、セグメント

利益は、 百万円と前年同期に比べ 百万円の増加となりました。
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１－２ 資金調達等についての状況

（１）資金調達

重要な該当事項はありません。

（２）設備投資

重要な該当事項はありません。

（３）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割

重要な該当事項はありません。

（４）他の会社（外国会社を含む。）の事業の譲受け

重要な該当事項はありません。

（５）吸収合併（会社以外の者との合併（当該合併後当該株式会社が存続するものに限る。）を含む。）又

は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

重要な該当事項はありません。 
（６）他の会社（外国会社を含む。）の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分

重要な該当事項はありません。

１－３ 直前三事業年度及び当期の財産及び損益の状況

（単位：千円）

第 期

平成 年度

第 期

平成 年度

第 期

平成 年度

第 期

平成 年度

売上高

経常利益

親会社株主に帰属する

当期純利益

株当たり当期純利益 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

総資産

純資産

注 １．売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、総資産、純資産は千円未満を切捨てて表示しておりま

す。

注 ２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

１－４ 対処すべき課題

グループ全体としては、援助を要請している中小企業への経営や資金の援助に注力し、グループの力

による再建を図り、併せてグループの拡大強化を行いつつあります。また、同時に、当グループの基本

理念であります「配給」の一層の浸透により、財務基盤の健全化、強化へ努力を集中いたします。 

１－５ 企業集団の主要なセグメント（平成 年 月 日現在）

セグメントの名称 主要製品・事業内容

製造供給事業 押出機、土木試験機の製造、販売

プリント基板等の製造、販売

ＡＴＭ筐体等の受注、製造、販売

紙、アルミ容器、各種食品容器類の製造、販売

地中掘削用ドリル、マシンの製造、販売

住宅関連事業 ログハウス、高級スウエーデン住宅の企画、調査、

設計、施工、監理及び家具、附帯設備の製造供給

住宅の防蟻、防水、防腐、断熱等の工事施工

マンションの建築及び販売

販売用不動産の売買、賃貸、管理

不動産の賃貸、管理

投資・流通サービス事業 投資･再生支援事業、パソコン周辺機器等
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１－６ 企業集団の主要拠点等

（１）主要な営業所及び工場（平成 年３月 日現在）

① 当社

名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区神田東松下町

埼玉工場 埼玉県加須市

② 子会社

名 称 所 在 地

フリージアハウス㈱本社 東京都千代田区神田東松下町

京都工場 京都市南区上鳥羽

フリージアトレーディング㈱本社 東京都千代田区外神田

直営店舗 東京都千代田区外神田

光栄工業㈱本社 岩手県北上市

東北工場 岩手県北上市

㈱ケーシー 本社 北海道小樽市色内

㈱ユタカフードパック 東京都千代田区神田東松下町

㈱ピコイ本社 東京都千代田区神田東松下町

支店出張所 各都道府県内 市

フリージア・オート技研㈱ 東京都千代田区神田東松下町

秋田電子㈱ 東京都台東区上野

フリージア・アロケートコンサルティング㈱ 東京都千代田区神田東松下町

石油鑿井機製作㈱ 茨城県古河市

㈱セキサク 東京都千代田区神田東松下町

（２）使用人の状況（平成 年 月 日現在）

①企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

名 名減 名減

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

②当社の使用人の状況

使用人数 前期比増減数

名 名減 －

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

１－７ 重要な子会社の状況

名 称 議 決 権 比 率 主要な事業内容

フリージアハウス㈱ ％〔 〕 住宅関連事業

フリージアトレーディング㈱ ％〔 〕 投資・流通サービス事業

光栄工業㈱ ％ 製造供給事業

㈱ピコイ ％〔 〕 住宅関連事業

㈱ユタカフードパック ％〔 〕 製造供給事業

㈱ケーシー ％〔 〕 住宅関連事業

フリージア・オート技研㈱ ％〔 〕 製造供給事業

秋田電子㈱ ％〔 〕 製造供給事業

ﾌﾘｰｼﾞｱ・ｱﾛｹｰﾄｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ ％〔 〕 住宅関連事業

石油鑿井機製作㈱ ％〔 〕 製造供給事業

㈱セキサク ％〔 〕 製造供給事業

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．当社の議決権比率の 外数 は、緊密な者の所有割合であります。

３．当社の連結子会社は、上記の重要な子会社 社であり、持分法適用会社は 社であります。

４．特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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１－８ 主要な借入先及び借入額 （平成 年３月 日現在）

借 入 先 借 入 残 高

東日本銀行 千円）

東京スター銀行 千円）

１－９ 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第 条第１項）があるときの

権限の行使に関する方針

該当事項はありません。 
１－１０ その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。 

２．株式に関する事項

２－１ 上位 名の株主の状況

２－２ その他株式に関する重要な事項

①発行可能株式総数 株

②発行済株式の総数 株（自己株式 株を除く） 
③当事業年度末の株主数 名 
④上位 名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

フリージアホールディングス㈱ ％

夢みつけ隊㈱ ％

フリージア・アロケートコンサルテ

ィング㈱

％

ダイトーエムイー㈱ ％

日本証券金融㈱ ％

永田 光春 ％

佐々木 ベジ ％

桧垣 千寿子 ％

㈱ケーシー ％

刀根 康浩 ％

（注）１．上記以外に㈱証券保管振替機構名義の失念株式が 千株あります。

（注）２．持株比率は自己株式（ 株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。 

４．会社役員に関する事項

４－１ 氏名、地位及び担当、重要な兼職の状況 （平成 年３月 日現在）

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況

奥山 一寸法師 代表取締役社長 ﾌﾘｰｼﾞｱﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 代表取締役

総経理

ソレキア㈱監査役

佐々木 ベジ 取締役会長 技研ホールディングス㈱代表取締

役

技研興業㈱ 取締役会長

夢みつけ隊㈱ 代表取締役

㈱ピコイ 代表取締役

董事長

ソレキア㈱取締役

伊藤 保彦 取締役

試験機事業本部長兼工場長

光栄工業㈱ 取締役
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久田 利一 取締役

押出機事業本部長兼副工場長

光栄工業㈱ 取締役

神保 智男 取締役（監査等委員） ﾌﾘｰｼﾞｱﾊｳｽ㈱ 監査役

山崎 正剛 取締役（監査等委員）

星野 綾 取締役（監査等委員）
（注） ．取締役（監査等委員）山崎正剛氏及び星野綾氏は社外取締役であります。

（注） ．当社は、取締役（監査等委員）山崎正剛氏及び星野綾氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

（注） ．取締役（監査等委員）山崎正剛氏は他社において取締役及び監査役の経歴をもち、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

（注） ．常勤の監査等委員（監査委員）の選定の有無及びその理由

 監査等委員会の監査・監督機能をより強固にするために、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集を綿密

に行うこと及び重要な社内会議に参加し情報の共有を図ること並びに内部監査室と監査等委員会との十分な

連携をとれる体制整備をするために、神保智男氏を常勤の監査等委員として選定しております。

（注） 取締役（監査等委員）である神保智男氏は、平成 年５月 日に逝去したことにより、取締役を退任しており

ます。

４－２ 辞任した会社役員又は解任された会社役員に関する事項

該当事項はありません。 

４－３ 取締役の報酬等の総額

当事業年度に係る役員の報酬等の総額）

区 分 人 数 報 酬 等 の額

取締役（監査等委員を除く） 名 千円

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

名

（ 名）

千円

千円）

合 計

（うち社外役員）

名

（ 名）

千円

（ 千円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、平成 年 月 日開催の第 回定時株主総会にお

いて 万円以内と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員である取締役）の報酬限度額は、平成 年 月 日開催の第 回定時株主総会において

万円以内と決議いただいております。

４－４ その他会社役員に関する重要な事項

当会社は、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第 条第 項の責任につき、善意でかつ

重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を

免除することができ、また、当会社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、当

該社外取締役の会社法第 条第 項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、あらか

じめ定める金額または法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約を締結

することができる旨の定款の規定があります。 

（社外役員に関する事項）

４－５ 他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません 
４－６ 他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません。 
４－７ 自然人である親会社等、事業報告作成会社又は事業報告作成会社の特定関係事業者の業務執行者

又は役員との親族関係

該当事項はありません。 
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４－８ 各社外役員の主な活動状況

（社外役員の主な活動状況）

区分 氏 名 主な活動状況
取締役（監

査等委員）

山崎正剛 当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会の全てに出席し、必要に応

じて、過去に歴任してきた監査役等の見識・知識等に基づき、長期的見

地から忌憚のない意見を述べるなど、取締役会の意思決定の適正性を確

保するための助言・提言を行っております。

取締役（監

査等委員）

星野 綾 当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会の全てに出席し、必要に応

じて、当社が企業の社会的責任を果たしているかの見地から意見を述べ

るなど、取締役会の意思決定の適正性を確保するための助言・提言を行

っております。

４－９ 記載内容についての社外役員の意見

上記社外役員に関する事項の記載内容に対して、社外取締役からの意見は特にありません。 

５．会計監査人に関する事項

５－１ 氏名又は名称

清流監査法人 
５－２ 辞任した又は解任された会計監査人に関する事項

該当事項はありません。 

５－３ 現在の業務停止処分に関する事項

該当事項はありません。 

５－４ 過去 年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容とすべきと判断した事項

該当事項はありません。 

５－５ 責任限定契約に関する事項

当社は、平成 年 月 日開催の第 回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の責任限定契

約に関する規定を設けております。しかし、現在、当社と会計監査人では責任限定契約を締結してはお

りません。

５－６ 企業集団全体での報酬等

① 当事業年度に係わる会計監査人としての報酬等の額 千円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額

千円

（注） ．当社の全ての子会社につきましても清流監査法人が会計監査人となっております。

（注） ．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係わる報酬等の額にはこれら

の合計額を記載しております。

（注） ．公認会計士法第 条第 項の業務以外に係る報酬等の額はございません。

（注） ．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬の見積もりの算出根拠等が

適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいた

しました。

５－７ 解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。 
監査等委員会は、会計監査人が会社法第 条第 項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定

した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。 

8



６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適

正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

６－１ 当社および子会社の取締役、執行役その他これらの者に相当する者（以下、「取締役等」という。）

および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役会は、法令および定款遵守の為の体制を含む内部統制システム構築の基本方針について決定

し、監査等委員会は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、取締役の職務

執行を監査する。 
（２）取締役等および使用人（以下、「役職員」という。）を対象として、コンプライアンスに関する社内

研修等を実施し、役職員への周知徹底を図る。

（３）取締役等は、会計監査人、顧問弁護士等と密接に連絡をとることにより、適時適切な指導及び助言

を受けるものとする。

（４）役職員の法令・定款違反については、弁護士等と相談のうえ厳正な処罰を求めることとし、コンプ

ライアンスについての役職員の意識を高める。

６－２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）法令及び社内規定に従い、以下の文書（電磁的記録を含む、以下同じ。）を関連資料とともに保存

するものとする。

① 株主総会議事録

② 取締役会議事録

③ 監査等委員会議事録

④ その他経営上の重要会議議事録

⑤ 上申書

⑥ 契約書

⑦ 会計帳簿、計算書類等及び連結計算書類

⑧ 財務局その他の行政機関、金融商品取引所に提出した書類の写し

（２）前項各号に定める文書は、会社法及び各税法等に定めた期間保存するとともに、必要に応じて閲覧

可能な状態を維持する。

６－３ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

（１）リスク管理体制を経営の最重要課題の一つとして位置付ける。

（２）以下のリスクにおける事業の継続を確保するための体制を整備する。

①地震、洪水、事故、火災等の災害により重大な損失を被るリスク

②役員・使用人の不適切な業務執行により生産・販売活動等に重大な支障を生じるリスク

③ＩＴシステムが正常に機能しないことにより重大な被害を被るリスク

④その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク

６－４ 当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下の経営管理システムを用いて取締役の職務の執行の効率化を図る。 
（１）取締役会で決定された経営計画の達成状況を、毎月の取締役会で報告することによって現在の経営

状態の把握を行い、問題点があった場合の早期認識及び改善策の早期策定を可能にする。 
（２）取締役会は、必要に応じ、経営方針、経営戦略等の業務に関する重要事項の協議を目的として、常

勤役員及び各部署の責任者で構成する営業会議を取締役会の諮問機関として設置し、経営に関する重

要事項につき検討する。 

６－５ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社グループとしての経営理念を共有するとともに、フリージアグループ行動規範を定め、コンプ

ライアンスの理念の統一を保ち、役職員への教育や研修を通じてグループ全体にコンプライアンス

の徹底を図る。

（２）当社子会社及び関連会社に対し業務の方針及び計画並びに執行状況に関する報告を課すとともに、

当社子会社及び関連会社は重要な事項について当社取締役会の承認を事前に求めるものとする。

（３）当社の取締役が子会社の取締役又は監査役を兼務することにより子会社の業務を監督する。
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（４）当社グループは、社会の秩序と安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、取引を含めた一切の

関係を遮断し、有事においては法的対応も辞さず、外部専門機関との連携をはかりグループ一丸とな

って、毅然とした態度で対応する。

６－６ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

（１）子会社の業務計画及び業務執行の状況については、定期的に当社取締役会に報告されるものとす

る。

（２）代表取締役は、必要に応じ、子会社から業務執行の状況の報告を求めるものとする。

６－７ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

（１）監査等委員会が補助使用人求めた場合、補助業務をする者（以下「補助使用人」という。）を配置

する。

（２）補助使用人は、総務部に属する社員とする。

６－８ 前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分には、監査等委員会の承認を得なければならないもの

とする。 
（２）補助使用人は、監査等委員会の指揮命令に従い、指示を受けた業務を執行する。

（３）取締役等は補助使用人が監査等委員会の必要に応じて監査等委員会の補助業務を行えるよう配慮す

るものとし、その職務を執行する上で不当な制約を受けることがないよう取り計らうものとする。

６－９ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役等、監査役及

び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役等、監査役及び

使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、次に定める事項を監査等委員会に報告するものとする。 
（１）定期的に報告する事項

① 経営及び事業の遂行状況

② 財務の状況

③ リスク及びリスク管理の状況

④ コンプライアンスの状況（事故、不正、苦情、トラブル等）

（２）臨時的に報告すべき事項

① 会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実

② 取締役の職務執行に関して不正行為、法令、定款に違反する重大な事実

③ 当局等から受けた行政処分等

④ 重要な会計方針の変更及び会計基準等の制定・改廃

⑤ その他上記各号に準ずる重要事項等

６－１０ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと確保

するための体制

当社および当社子会社は、役職員が監査等委員会に報告をしたことを理由に報告者が不利益な取り

扱いを受けない対応をする。

６－１１ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたときは、監査等委員会

の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理をする。

６－１２ その他監査等委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

（１）代表取締役は、監査等委員会が代表取締役、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催するこ

とを妨げない。

（２）代表取締役は、監査等委員会に対し、社外の会計監査人、顧問弁護士等と連絡をとることにより、

監査等委員会が適時適切な指導及び助言を受けることができる体制を構築する。
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６－１３ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法が求める財務報告に係る内部統制評価制度に適切に対応するため、財務報

告の信頼性を確保する内部統制システムを構築する。

６－１４ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力とは一切関係を遮断し、これらの者に対

して毅然とした態度で対応することを基本方針としている。

（２）反社会的勢力の対応統括部署を総務部とする。反社会的勢力に対する実際の対応については、不当

要求防止責任者を設置し、警察・弁護士等の外部の専門機関とも連携を図りつつ対応を行うものと

する。当社は、引き続き反社会的勢力排除のための体制を強化していく。

７．体制の運用状況の概要

①コンプライアンスの徹底を図るため、法務部が中心となり、コンプライアンスの状況・問題等の把

握及び報告、対応策の協議、並びに役職員への教育及び研修を実施いたしました。

②当社の子会社の事業運営状況は、適宜取締役会並びに代表取締役へ報告がなされており、子会社の

業務運営、経営管理の適正さを確保しております。

③内部監査室は、年度監査計画に基づき、当社並びに子会社の内部統制の整備・運用状況をモニタリ

ングし、その監査結果を代表取締役及び監査等委員会へ適宜報告をしております。

④監査等委員会は、監査等委員相互の情報交換を行うとともに、その補助使用人から報告を受け、業

務について調査・監査を行いました。

⑤監査等委員会は、自ら監査を行うほか、会計監査人及び内部監査室と密な連携を図り、情報交換を

行うとともに、内部監査室にはその内部監査の結果の報告に関する指示を行い、会計監査人には適宜

その報告の説明を求め、会計に関する監査を行いました。

８．株式会社の支配に関する基本方針

当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化及び

株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えております。 
現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつ

つ弾力的な検討を行ってまいります。 

９ 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、利益配分については、株主の皆様への継続的な配当と、事業の基盤の安定、経営体質・財務

体質の長期的な強化にむける内部留保の充実とを総合的に勘案し、バランスの取れた経営を行ってまい

ります。

当社の配当金は、株主総会で決定しますが、当面は年度で 回、株主総会後に支払をする予定です。

なお、当期の配当金については、期末配当金として当初の予定通り、 株あたり 銭とさせていただく

予定であります。また、次期の配当金については、少なくとも当期配当金は維持し、少しでも上回れる

よう努力いたします。 
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成 年 月 日現在）

単位：千円

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

現金及び預金 支払手形及び買掛金

受取手形及び売掛金 短期借入金

たな卸資産
一年内返済予定の長期

借入金

繰延税金資産 一年内償還予定の社債

その他 未払金

貸倒引当金 △ 未成工事受入金

固 定 資 産 未払法人税等

有形固定資産 完成工事補償引当金

建物及び構築物 賞与引当金

機械装置及び運搬具 繰延税金負債

土地 その他

その他 固 定 負 債

減価償却累計額 △ 社債

減損損失累計額 △ 長期借入金

無形固定資産 繰延税金負債

借地権 退職給付に係る負債

その他 負ののれん

投資その他の資産 その他

投資有価証券 負 債 合 計

関係会社株式 純 資 産 の 部

長期貸付金 株 主 資 本

その他 資本金

貸倒引当金 △ 資本剰余金

利益剰余金

自己株式 △

その他の包括利益累計額 △

その他有価証券評価

差額金
△

退職給付に係る調整累

計額

為替換算調整勘定

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

（注）表示単位は千円未満を切捨てております。
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連結損益計算書

（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日）

単位：千円

科 目 金 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息

受取配当金

持分法による投資利益

負ののれん償却額

その他

営 業 外 費 用

支払利息

その他

経 常 利 益

特 別 利 益

固定資産売却益

投資有価証券売却益

特 別 損 失

関係会社株式売却損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額 △

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

（注）表示単位は千円未満を切捨てております。
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連結株主資本等変動計算書
（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日）

単位：千円

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

当期首残高 △

当期変動額

剰余金の配当 △ △

親会社株主に帰属

する当期純利益

自己株式の取得 △ △

株主資本以外の

項目の当期変動

額 純額

当期変動額合計 － － △

当期末残高 △

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計
その他有

価証券評価

差額金

退職給付に

係る調整累計

額

為替換算調整

勘定

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 △ －

当期変動額

剰余金の配当 △

親会社株主に帰属

する当期純利益

自己株式の取得 △

株主資本以外の

項目の当期変動

額 純額

△ △

当期変動額合計 △ △

当期末残高 △ △

（注）表示単位は千円未満を切捨てております。
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貸 借 対 照 表
（平成 年 月 日現在）

単位：千円

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流動資産 流動負債

現金及び預金 支払手形

受取手形 買掛金

売掛金 短期借入金

たな卸資産
一年内返済予定の長期

借入金

前渡金 一年内償還予定の社債

短期貸付金 未払金

前払費用 未払法人税等

繰延税金資産 未払費用

その他 前受金

貸倒引当金 △ 預り金

固定資産 賞与引当金

有形固定資産 その他

建物 固定負債

構築物 長期借入金

機械及び装置 社債

工具、器具及び備品 退職給付引当金

車両運搬具 長期未払金

土地 繰延税金負債

無形固定資産 その他

その他 負 債 合 計

投資その他の資産 純 資 産 の 部

投資有価証券 株主資本

関係会社株式 資本金

出資金 資本剰余金

関係会社長期貸付金 資本準備金

投資不動産 その他資本剰余金

その他 利益剰余金

貸倒引当金 △ その他利益剰余金

特別償却準備金

繰越利益剰余金

自己株式 △

評価・換算差額等 △

その他有価証券評価差額金 △

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

（注）表示単位は千円未満を切捨てておりま

す。
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損益計算書

（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日）

単位：千円

科 目 金 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息

受取配当金

その他

営 業 外 費 用

支払利息

支払手数料

その他

経 常 利 益

特 別 利 益

投資有価証券売却益

特 別 損 失

関係会社株式評価損

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

（注）表示単位は千円未満を切捨てております。
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株主資本等変動計算書

（自 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本

準備金

その他

資本剰余

金

資本剰余

金合計

その他利益剰余金
利益剰余

金合計
特別償却 繰越利益

準備金 剰余金

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当 △ △

特別償却準備金の取崩

し
△ ―

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の

当期変動額 純額

当期変動額合計 ― ― ― ― △

当期末残高

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計

当期首残高 △

当期変動額

剰余金の配当 △ △

特別償却準備金の取崩

し
― ―

当期純利益

自己株式の取得 △ △ △

株主資本以外の項目の

当期変動額 純額
△ △ △

当期変動額合計 △ △ △ △

当期末残高 △ △ △

（注）表示単位は千円未満を切捨てております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成 年 月 日

フリージア・マクロス株式会社

取 締 役 会 御 中

清 流 監 査 法 人

代 表 社 員
公認会計士 加 悦 正 史㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 志 藤 篤㊞

当監査法人は、会社法第 条第 項の規定に基づき、フリージア・マクロス株式会社の平成

年 月 日から平成 年 月 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、フリージア・マクロス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成 年 月 日

フリージア・マクロス株式会社

取 締 役 会 御 中

清 流 監 査 法 人

代 表 社 員
公認会計士 加 悦 正 史㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 志 藤 篤㊞

当監査法人は、会社法第 条第 項第 号の規定に基づき、フリージア・マクロス株式会社の平

成 年 月 日から平成 年 月 日までの第 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附

属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、平成 年 月 日から平成 年 月 日までの第 期事業年度における取

締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第 条の 第 項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等か

らその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと

もに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし

た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第 条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 年 月 日企業会計審議会）等に従って

整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。

計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

連結計算書類の監査結果

会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成 年 月 日

フリージア・マクロス株式会社 監査等委員会

監査等委員 山 崎 正 剛㊞

監査等委員 星 野 綾㊞

（注） 監査等委員山崎正剛氏及び星野綾氏は、会社法第２条第 号及び第 条第 項に規定する社外取締役で

あります。

以上 
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開とを勘案した上、

下記のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

⑴ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその額

当社普通株式１株につき金 円 総額 円

⑵ 剰余金の配当が効力を生じる日

平成 年 月 日

第２号議案 株式併合の件

１．株式併合を必要とする理由

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国

会社の普通株式の売買単位を 株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、平成 年

月 日開催の取締役会において、本議案が原案どおり承認可決されることを条件

として、当社株式の売買単位を現在の 株から 株に変更することを決議い

たしました。

単元株式数を変更するにあたり、当社株式につき、証券取引所が望ましいとして

いる投資単位の水準（ 万円以上 万円未満）を考慮し、投資単位を適切な水準に

調整するとともに、株主様の議決権の数に変更がないようにするため、株式の併合

を実施するものであります。

２．併合の割合

当社普通株式について、 株を 株に併合いたしたいと存じます。

なお、併合の結果、 株に満たない端数が生じるときは、会社法第 条に基づ

き一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応

じて分配いたします。

３．株式の併合が効力を生じる日

平成 年 月 日

４．上記 の日における発行可能株式総数

株

５．その他

その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じ

ます。

【ご参考】

本議案を原案通りご承認頂いた場合には、平成 年 月 日をもって、当社定

款の一部が次のとおり変更されることとなります。
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（下線部は変更箇所）

現 行 定 款 変 更 後

（発行可能株式総数）

第 条 当会社の発行可能株式総数は

千株とする。

（単元株式数）

第 条 当会社の単元株式数は、 株と

する。

（発行可能株式総数）

第 条 当会社の発行可能株式総数は、

千株とする。

（単元株式数）

第 条 当会社の単元株式数は、 株とする。

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く） 名選任の件

本総会終結の時をもって取締役奥山一寸法師氏、佐々木ベジ氏、伊藤保彦氏、

久田利一氏は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取

締役を除く） 名の選任をお願いするものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

候補

者番

号

氏名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する

当社株式

の数

奥山 一寸法師
（昭和 年 月 日生）

平成 年 月 フリージアトレーディング㈱

代表取締役社長（現在）

千株

平成 年 月 当社代表取締役社長

平成 年２月 フリージア・オート技研㈱

代表取締役（現在）

平成 年 月

平成 年 月

総

経理（現在）

ソレキア㈱監査役（現在）

佐々木 べジ
（昭和 年 月 日生）

平成 年 月 フリージアグループ会長

千株

平成 年 月 ㈱ピコイ代表取締役（現在）

平成 年 月 夢みつけ隊㈱

代表取締役（現在）

平成 年 月 当社取締役会長（現在）

平成 年 月

平成 年 月

董

事長（現在）

㈱セキサク代表取締役（現在）

平成 年 月 技研興業㈱取締役会長（現在）

平成 年 月 フリージアホールディングス㈱

代表取締役（現在）

平成 年 月 ソレキア㈱取締役（現在）

平成 年 月 技研ホールディングス㈱代表取

締役（現在）

伊藤 保彦
（昭和 年 月 日生）

平成 年 月 当社取締役試験機事業本部長

（現在） 千株
平成 年 月 当社取締役工場長（現在）
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久田 利一
（昭和 年 月 日生）

平成 年 月 当社取締役副工場長（現在）

千株平成 年 月 当社取締役押出機事業本部長

（現在）

（注）１ 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者奥山一寸法師氏は、連結子会社で

あるフリージアトレーディング株式会社及びフリージア・オート技研株式会社の代表

取締役を兼務しており、両社と当社では金銭消費貸借契約を締結しております。

（注）２ 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者佐々木ベジ氏は、連結子会社であ

る株式会社ピコイの代表取締役を兼務しており、当社と株式会社ピコイとは金銭消費

貸借契約及び業務委託契約を締結しております。また、同氏は連結子会社である株式

会社セキサクの代表取締役も兼務しており、当社と株式会社セキサクとは金銭消費貸

借契約を締結しております。

（注）３ 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者伊藤保彦氏及び久田利一氏と当社

の間には、特別の利害関係はありません。

（注）４ 「所有する当社株式の数」については、各候補者の平成 年 月 日現在の所有

株式数を記載しております。

第４号議案 監査等委員である取締役 名選任の件

監査等委員である取締役 名のうち，神保智男氏は平成 年 月 日に逝去され

退任となり、山崎正剛氏は辞任届の提出により本総会終了時に退任されることとなり

ました。つきましては、監査等委員である取締役 名の選任をお願いするものであり

ます。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。また、監査等

委員である取締役各氏は特段の意見がない旨を確認しております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補

者番

号

氏名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する

当社株式

の数

河村 穣介

（昭和 年 月 日生）

平成 年６月 秋田ハウス㈱取締役（現在）
千株

平成 年 月 平成債権回収㈱取締役 現在

小畑 元

（昭和 年 月 日生）

昭和 年 月 建設省入省

－

平成 年 月
建設省計画局宅地開発課長補

佐

昭和 年 月 建設省退職

平成 年 月 大館市長に就任

平成 年 月 大館市長を退任

平成 年 月 ㈱小畑設計顧問就任

（注） 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

（注） 当社は、河村穣介氏および小畑元氏各氏との間で責任限定契約を締結する予定です。

なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める限度額であります。

（注） 小畑元氏は、社外取締役候補者であります。
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（注） 社外取締役候補者の選任理由および社外取締役としての職務を適切に遂行することが

できると判断した理由について

小畑元氏は、秋田県大館市市長を務めた経歴を有し、その経験に基づいた意見が信頼

をおけるため、社外取締役に就任となった場合においても、職務を適切に遂行いただく

ことが期待できるため、候補者に選任いたしました。

（注） 「所有する当社株式の数」については、各候補者の平成 年 月 日現在の所有株

式数を記載しております。

（注） 当社は、小畑元氏を東京証券取引所の定めに基づく独立委員として指定し、同取引所

に届け出る予定であります。

（注） 社外取締役候補者である小畑元氏は、過去 年間に当社または当社の特定関係事業者

の業務執行者になったことはありません。

（注） 社外取締役候補者である小畑元氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金

銭その他の財産（取締役または監査役としての報酬を除く）を受ける予定はなく、また

過去 年間に受けていたこともありません。 以上
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会社案内図
所在地

〒 ‐

東京都千代田区神田東松下町 番地 フリージアグループ本社ビル 階

電話番号 ‐ ‐ ‐ ‐

案内図

交通機関 都営新宿線岩本町駅 出口より徒歩 分

山手線神田駅東口出口より徒歩 分

東京メトロ銀座線神田駅３番出口より徒歩 分
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